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Ⅳ 特別調査事項    

１「取引先金融機関の貸出姿勢」について 

 ２「賃金の状況」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

１「取引先金融機関の貸出姿勢」について 

  （１）１年前と比べた、取引先金融機関の貸出態度 

    「厳しくなった」     ６.２％   「ほとんど変わらない」     ８５.３％   

「緩やかになった」    ８.５％ 

  （２）貸出態度が厳しくなった理由（複数回答）【(1)で「厳しくなった」と回答した企業】 

   「新規貸出の拒否」   ４３.３％   「担保・保証条件の厳格化」  ２７.８％ 

      「融資申込額の減額」  ２５.６％     「審査期間の長期化」     １６.７％ 

「金利引き上げ」     １６.７％    「繰上返済の要求」        ８.９％ 

「条件変更申出の拒否」  ８.９％   「その他」             ８.９％   

  ２「賃金の状況」について 

  （１）冬期一時金の昨年比 

   「増額した」      １６.７％   「ほぼ同じ」         ５０.３％ 

      「減額した」       ９.９％     「支給しない」        ２２.４％ 

「その他」         ０.８％   

  （２）賃金改定予定 

   「賃上げを予定」    ２６.５％   「賃下げを予定」        ４.７％ 

      「予定していない」   ４３.８％     「未定」           ２５.０％ 

  （３）賃上げの内容（複数回答）【(２)で「賃上げを予定」と回答した企業】 

   「定期昇給」      ７４.５％   「ベースアップ」       ２１.０％ 

      「一時金」        １４.３％     「その他」           １.５％ 

    「未定」         １.５％   

※本文中の数値については、グラフの他、アンケート調査集計表（Ｐ２９以下）を参照してください。 

１ 「取引先金融機関の貸出姿勢」について 

 ○ １年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出態度は、全体では８５.３％の 

  企業が「ほとんど変わらない」とするなか、「厳しくなった」が６.２％で、前 

  年より３.９ポイント減少し５年連続で減少した。また、「緩やかになった」は 

  ８.５％で、前年より１.１ポイント増加した。  

 ○ 貸出態度が厳しくなったとする理由は、「新規貸出の拒否」（４３.３％）が 

  最も多く、次いで「担保・保証条件の厳格化」（２７.８％）、「融資申込額  

  の減額」（２５.６％）の順であった。 

２ 「賃金の状況」についいて  

 ○ 冬季一時金を昨年と比べると、「ほぼ同じ」が５０.３％とほぼ半分を占め、 

  「増額した」が１６.７％、「減額した」が９.９％であった。また、「支給し   

  ない」は２２.４％であった。 

 ○ 賃金の改定を予定しているか聞いたところ、「賃上げを予定している」とし   

  た企業は、２６.５％、「賃下げを予定している」のは４.７％であった。また、 

  「予定していない」とした企業は４割を超える４３.８％であった。 

  ○ 「賃上げを予定している」と回答した企業に、その内容を聞いたところ、 

    「定期昇給」が７割を超える７４.５％と最も多く、次いで「ベースアップ」    

  （２１.０％）、「一時金」（１４.３％）の順であった。 
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１「取引先金融機関の貸出姿勢」について  

（１）１年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出態度  （集計表Ｐ４４参照） 

全体では、８５.３％の企業が「ほとんど変わらない」とするなか、「厳しくなった」が

６.２％で、前年より３.９ポイント減少し５年連続で前年より減少した。また、「緩やかに

なった」は８.５％で、前年より１.１ポイント増加した。 
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業種別にみると、「厳しくなった」とする企業の割合は、製造業が６.１％、非製造業が

６.２％とほぼ変わらなかった。 

また、「緩やかになった」とする企業の割合は、非製造業が８.７％と製造業の８.２％を

０.５ポイント上回った。 
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（２）貸出態度が厳しくなったとする理由【複数回答】 （集計表Ｐ４５参照） 

  （１）で、貸出態度が「厳しくなった」と回答した企業に、その理由を聞いたところ、 

  全体では、「新規貸出の拒否」（４３.３％）が最も多く、次いで「担保・保証条件の厳格

化」（２７.８％）、「融資申込額の減額」（２５.６％）の順であった。 

  前年との比較では、「繰上返済の要求」（８.９％）が前年より１.４ポイント増加した他

は全ての項目で減少した。（「条件変更申出の拒否」、「その他」を除く。） 
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                ＊「条件変更申出の拒否」は平成２５年調査から回答項目として追加 

   業種別にみると、製造業では「新規貸出の拒否」（４０.５％）が最も多かったが、前年

より２５.０ポイント減少した。次いで「担保・保証条件の厳格化」（３７.８％）、「審査

期間の長期化」（２４.３％）の順であった。また、非製造業では、「新規貸出の拒否」 

 （４５.３％）が最も多かったが、前年より２.６ポイント増加した。次いで「融資申込額の

減額」（３２.１％）、「担保・保証条件の厳格化」（２０.８％）の順であった。 
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貸出態度が厳しくなったとする理由（全体）【複数回答】 

厳しくなったとする理由（製造業）【複数回答】 厳しくなったとする理由（非製造業）【複数回答】 
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２ 「賃金の状況」について （集計表Ｐ４６参照） 

（１）冬季一時金の昨年比 

   冬季一時金を昨年と比べると、「ほぼ同じ」が５０.３％とほぼ半分を占め、「増額し 

  た」が１６.７％、「減額した」が９.９％であった。また、「支給しない」は２２.４％ 

  であった。 

   業種別にみると、「増額した」は製造業が２１.３％と非製造業の１３.５％を 

 ７.８ポイント上回った。また、「減額した」についても製造業が１０.５％と非製造    

 業の９.５％を１.０ポイント上回った。また、「支給しない」については、非製造業 

 が２３.９％と製造業の２０.３％を３.６ポイント上回った。 

 

   

1.0%

23.9%

9.5%

52.3%

13.5%

0.5%

20.3%

10.5%

47.5%

21.3%

0.8%

22.4%

9.9%

50.3%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

支給しない

減額した

ほぼ同じ

増額した

全体 製造業 非製造業

 

（２）賃金改定予定 

  賃金の改定を予定しているか聞いたところ、「賃上げを予定している」とした企業は、

２６.５％、「賃下げを予定している」のは４.７％であった。また、「予定していない」と

した企業は４割を超える４３．８％であった。 

  業種別にみると、「賃上げを予定している」とした企業は、製造業で３５.０％と非製造

業の２０.６％を１４.４ポイント上回っている。「賃下げを予定している」とした企業は、

非製造業が５.３％と製造業の３.９％を 1.4 ポイント上回った。また、「予定していない」

とする企業は、製造業の３６.０％に対して非製造業は４９.３％と半分近くを占めた。   
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 （２）で「賃上げを予定している」とした企業を業種別にみると、「輸送用機械器具」 

（４６.４％）が最も多く、次いで「一般機械器具」（４５.９％）、「プラスチック製品」

（４０.７％）の順となった。 

  また、上位７業種が製造業となり、非製造業では「情報サービス」（３２.７％）が最  

 も多く、全体の８番目であった。 
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 （３）賃上げの内容【複数回答】 （集計表Ｐ４８参照） 

 （２）で「賃上げを予定している」と回答した企業に、その内容を聞いたところ、全体

では、「定期昇給」が７割を超える７４.５％と最も多く、次いで「ベースアップ」 

（２１.０％）、「一時金」（１４.３％）の順であった。 

 業種別にみると、「定期昇給」と回答した企業は、製造業が７８.９％と非製造業の 

６９.２％より９.７ポイント高かった。「ベースアップ」と回答した企業は、非製造業が

２３.１％と製造業の１９.３％より３.８ポイント高かった。また、「一時金」と回答した

企業はほぼ同じ割合であった。 
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 賃上げの内容【複数回答】 

賃上げを予定している企業（業種別） 


